第６回パーソナルアシスタンス☆フォーラム　資料

平成１８年７月２９日　

南町スポーツ・文化交流センター「きらっと」　
◎　今日お話すること
　①　障害程度区分の認定調査について
　②　障害福祉計画について

　③　地域生活支援事業について

１　障害程度区分の認定調査について
　・　早いところでは４月から、遅いところでも６月くらいから、認定調査が始まっています（今日現在でまだ始まっていない自治体があったら、かなりヤバイ）
　・　懸念されていたとおり、知的障害や精神障害の方に厳しい審査結果が出ています。障害程度区分は、サービスの利用を左右する重要な位置付けです。再度確認しておきましょう
	給付等内容
	程度区分制限
	開始時期

	身体介護
	◎　区分「１」以上

※　ヘルパーが自宅を訪問して入浴や排泄などの介助を行うサービス
	１８．４

	家事援助
	◎　区分「１」以上

　※　ヘルパーが自宅を訪問して掃除や洗濯などの介助を行うサービス
	１８．４

	重度訪問介護
	◎　区分「４」以上

◎　２肢以上のマヒがあることなどが条件

　※　重度肢体不自由者対象の身体介護＋家事援助＋外出の支援するサービス
	１８．１０

	行動援護
	◎　区分「３」以上

◎　行動関連調査項目で「１０点」以上が条件

　※　知的・精神障害対象の外出支援サービス
	１８．４


	給付等内容
	程度区分制限
	開始時期

	療養介護
	◎　区分「５」以上

※　入院（入所）とのセットにより、重症心身障害者等が対象の医療的ケアを伴うサービス
	１８．１０から順次

	生活介護
	◎　通所の場合は区分「３」以上、入所とセットの場合は「４」以上

◎　５０歳以上は１段階ずつ少なくて良い取扱い
　※　日中活動に常時介護が必要な方向けの施設通所型サービス
	１８．１０から順次

	短期入所
	◎　区分「１」以上

　※　施設での一時的入所サービス
	１８．４

	重度包括支援
	◎　区分「６」

◎　寝たきり状態の気管切開・ＩＱ２０以下、強度行動障害該当であることが条件

　※　日中活動と、夜間ケアをトータルに支援するサービス
	１８．１０

から順次

	施設入所支援
	◎　常時入所する場合は区分「４」以上

　※　現行の施設入所のうち、宿泊部分のみをケアするサービス
	１８．１０から順次

	ケアホーム
	◎　区分「２」以上

◎　区分が重いほど単価が上がる仕組み

　※　重度障害者対象のグループホーム
	１８．１０

から順次



　・　また、障害程度区分は国から支払われる補助金（負担金）の金額算定基準でもあるため、実質的に「サービスを使える量」を左右する可能性大、です（支給決定基準は市町村ごとに策定することとなっており、国の負担基準に関わらず必要なサービスを支給決定すべし、となってはいるものの、国自身が「限られた国費を公平に配分するために」負担基準を設定している以上、その理屈は破綻しているわけです）
　・　次ページの資料は、厚生労働省が示した国庫負担基準の案（単位で表示されています。１単位＝１０円で計算してください）です
　・　しかし、実際にはこの基準を超えた金額が（特に平成２１年度以降）市町村の持ち出しとなるため、市町村の支給決定基準に影響を及ぼすことは必至です
＜国庫負担基準額＞
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重度障害者等包括支援を利用しない者であっても、その対象者の要件に該当する者については、指定相談支援事業者

によるケアマネジメントを利用し、重度訪問介護等の障害福祉サービスを利用する場合には、その利用した障害福祉サービ

ス全体に係る国庫負担基準として

、

重度障害者等包括支援の国庫負担基準額から

指定相談支援に係る報酬額に相当する

額

を控除した額を適用する。

【参考】

　支援費制度の国庫補助基準額

一般

移動介護利用者

全身性障害者

69,370円

107,620円Q

216,940円Q

○　各区分の国庫負担基準額（一人当たり月額）は、表の「単位数」に級地区分ごとに設定する「１単位当たりの単価」及び「各市町村の給付率」を乗じた額とする。
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◎　ではどうやって聞き取りに立ち向かうか？　＝　どうやって聞き取られるか？
　→　「正しく」聞き取るための工夫は行政の責務、「正しく」聞き取られるための工夫は皆さんの権利です。
◎　認定審査委員会の実際
　→　１次判定区分から上げるのか下げるのかは、ひとえに「特記事項」の記載次第
◎　支給決定基準はどのようにして検討されていくのか？？

　→　支給決定基準の策定には、本当にどの市町村も苦労しています。

①　現行の支給量を担保する考え方

②　国庫負担基準に合わせて、単位数（又は時間数）で設定する考え方

③　国庫負担基準＋アルファの範囲（単位数又は時間数）で設定する考え方

④　国庫負担基準に関わらず、「標準的な時間」で管理する考え方

⑤　国庫負担基準に関わらず、必要量の積み上げで対応する考え方

⑥　平成２０年度末までは上記いずれかで比較的自由度の高い基準を持ち、以後は国庫負担基準に合わせていく考え方

　いずれにせよ、平成１９年１０月以降に導入が予定されている、居宅介護以外のサービスにおける国庫負担基準の設定と、平成２０年度で終了する「区分間流用」のその後の展開によって、基準のあり方は大きく変わる・・はず。

２　障害福祉計画について

　・　各自治体で、策定が開始されています
　・　この計画に盛り込まれた数値が、皆さんが利用できるサービスの事業所指定に大きく影響していきます
　・　例えば、ある市町村のサービス利用の将来的見積もりが甘く、実際に利用したい方々の実態よりも少ない見通しを計画してしまった場合、その見積もりに基づいた事業所数しか認可されない可能性があります
　・　また、この計画には地域生活支援事業についても事業見込みをたてることになっています
　・　つまり、自立支援法のあらゆる福祉サービスの整備は、この計画にかかっていると言っても良いわけです
◎　さて、ではどのように計画へ意見を反映させるか？
　①　委員さんの顔ぶれは？
　②　当事者ヒアリングは予定されていますか？

　③　いわゆる「要望」は、単なるストレス解消にしかなりません

　④　「皆さん」と「皆さん’（ダッシュ）」との関係性は？

３　地域生活支援事業について
・　各自治体で、大詰めの検討を行っているはず（まだ本当に「検討中」だとしたら、本当にヤバイ）
　・　自治体ごとに、事業の運用（実施するか否かも含めて）自己負担の有無（徴収する場合の負担割合も含めて）などはバラバラになる予感
　・　日帰り短期入所が「日中一時支援」という名称で復活、ただし「タイムケア事業」の名称は消滅・・
　・　現時点での、地域生活支援事業の全体像は、次ページのとおり。皆さんの自治体では、どの事業を、どんな方法で実施しますか？

　・　とにかく市町村ごとに千差万別の事業体系。まずは市町村に現状を確認。

　・　市町村ごとに実施する「地域生活支援事業」についても、計画で将来推計を見込んで計画数値を立てることとなっていますので、今すぐ始めるのは難しい事業であっても、将来的に事業の開始を担保してもらうことは可能（特に「その他事業」は、実質的に市町村の判断で「何でもあり」なため、積極的に計画を活用し、一歩進んだ事業を盛り込むことも可能）
地域生活支援事業の全体像
	事業名
	新規・既存の別
	事業概要

	相談支援事業

（必須事業）
	既存事業
	障害者（家族）などからの相談に応じ、アドバイスやケアマネジメントなどを行うほか、権利擁護事業や虐待防止事業、居住サポート事業などを行う。市町村が自前で行う方法と、指定相談支援事業所へ委託する方法を選択可

	移動支援事業

（必須事業）
	既存事業
	支援費制度の移動介護（ガイドヘルプサービス）に相当。１０月からは、１対複数の支援や、車両を用いた移送支援なども実施可能

	地域活動支援
センター事業

（必須事業）
	１０月からの
新規事業
	現行の成人デイサービスの一部・障害者地域作業所・障害児者日帰り短期入所に相当する事業。

１日の実利用人数に応じ、Ⅰ型（２０人）Ⅱ型（１５人）Ⅲ型（１０人）に分かれ、事業費も異なる


	事業名
	新規・既存の別
	事業概要

	コミュニケーション支援事業

（必須事業）
	既存事業
	重度の聴覚障害者の通院や公的手続きの際に、手話通訳者や要約筆記者を派遣する事業。

	日常生活用具給付
（貸与）事業
（必須事業）
	既存事業
	主に重度障害児者の日常生活上の利便性を高める用具を給付する事業。現行の日常生活用具と同じだが、ストマ（人工肛門・人工膀胱）が補装具から移管され、件数が大幅に増える見込み

	福祉ホーム事業
	既存事業
	身障・知的・精神の成人が対象で、グループホームよりもさらに自立度の高い方向けの住居提供サービス。

	盲人ホーム事業
	未実施
	あんま師、はり師、きゅう師の免許を持つ視覚障害者が利用し、必要な技術指導を受ける施設

	訪問入浴

サービス事業
	既存事業
	自力入浴が困難で、かつデイサービスにも通所できない方が対象で、原則週１回の利用。

	身体障害者

自立支援事業

（ケア付き住宅）
	既存事業
	社会福祉法人が所有する住居へ居住する身体障害者を対象に、介助サービスを提供する事業。

	重度障害者在宅就労促進特別事業
	既存事業
	重度の身体障害者が、自宅で就労するための支援を行う事業。バーチャル工房支援事業のこと

	更生訓練費・施設入所者就職支度金事業
	既存事業
	施設に入通所する身体障害者を対象に、書籍購入費などを支給したり、入所している身体障害者が就職する際の支度金を給付したりする事業

	知的障害者

職親委託事業
	既存事業
	知的障害者を対象に、就職の際後見人的立場となっていただける方を委託する事業

	生活支援事業
	既存事業
	知的障害者の本人活動を支援する事業、精神障害者のボランティア養成、福祉機器のリサイクルなどを行う事業

	社会参加促進事業
	既存事業
	スポーツやレクリエーション教室などの開催、芸術文化講座などの開催、点字（音訳）広報誌の発行、手話奉仕員の派遣や養成、自動車改造費や運転訓練費などの助成を行う事業


	事業名
	新規・既存の別
	事業概要

	日中一時支援事業
	既存事業
	従来の「日帰り短期入所」と「障害児タイムケア事業」を統合し、障害児者の日中一時預かりに対応する事業

	生活サポート事業
	新規事業
	介護給付が非該当となった方を対象に、必要に応じてヘルパー派遣を行う事業


◎　特に気になる、各事業の事業費は？

　もちろん、市町村ごとに設定するので「答え」は出ませんが、一例として「移動支援」を考える材料としては・・

1 行動援護の単価は？　　②　重度訪問介護（外出付き）の単価は？

③　厚労省のいう「通院介助」の単価は？
　※　身体介護あり・なしを区別して単価設定する・・との噂も

④　現行の外出介護の単価は？　　⑤　時間逓減を導入する？しない？

　移動支援事業では、いわゆる「ヘルパー資格」を求めていないことから、少なくとも行動援護・重度訪問介護（外出付き）・現行の外出介護（身体介護あり）の単価より上がることは考えにくい。

　一方、現行の分かりにくい時間逓減を、市町村が管理し切れるかどうかは、甚だ疑問。（特に、都道府県単位で支払いシステムを導入していない自治体の場合）

◎　さて、ではどうやって攻略する？？
　①　皆さんの自治体の担当者は、ちゃんと予算措置の「カラクリ」を知っていますか？
　　→　１０月から、施設の入通所に関する市町村の費用負担が軽減（今までは半分持ち出しだったものが、４分の１持ち出しでＯＫになる）
　②　「障害福祉計画」へ、必須事業以外もキチンと事業計画として盛り込ませましょう
　　→　１０月からすぐに実施できない事業であっても、計画に盛り込まれていれば、将来的に事業実施を求めることができます（＝裏を返せば、ここで盛り込まれない事業は、「ニーズなし」と判断されても文句が言えない）
　③　まずは市町村へ問い合わせを。「検討中」なのであれば、当事者として意見具申を
　　→　単なる「要望」はするだけムダ。具体的で検討に値する「案」を出しましょう

ＮＰＯ法人宝島で頒布している資料・ビデオなどの収益は、作成にかかる実費を除き、全額がハンディのある方々の活動へ還元されています。


趣旨をご理解いただき、無断複製は絶対になさらないよう、お願いいたします。





ＮＰＯ法人宝島　　
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